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権者との売買契約書のとりまとめの完了。

・第2期開発決定区域における用地需要の維持、拡大。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 第2期開発検討区域の契約書取得率　（％） 93.9 ― 90.2 100.0 ―
指標
活動 第2期開発検討区域の企業用地需要　（㏊） 42.9 51.8 74.0 40.0 40.0
指標

・岡崎市阿知和地区（市施行　岡崎市　約63㏊）において、立地企業募集中
他市との ・安城北山崎地区（企業庁施行　安城市　14.5ha）において、造成工事発注済み
比較検証 ・豊川白鳥地区（企業庁施行　豊川市　9.8ha）において、詳細設計実施中

・半田石塚地区（企業庁施行　半田市　15.5ha）において、詳細設計発注予定
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